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○ 「2024年度中間決算」についてご説明いたします。

○ まず、売上高につきましては、燃料価格の低下による燃料費調整額の減少
などから、１兆3,115億円となり、前年同期に比べ、762億円の減収となり
ました。

○ 次に、経常利益につきましては、燃料費調整単価の上限超過解消等による
収支改善があったものの、燃料費調整制度のタイムラグ影響による差益の減
少などから、前年同期に比べ、658億円減少し、1,533億円となりました。

○ 一方、タイムラグ除きの経常利益については、前年同期に比べ、211億円増
の1,453億円となり、タイムラグ除きの経常利益を算定している2014年度
以降において、過去最高の水準となりました。

○ 親会社株主に帰属する中間純利益は、前年同期に比べ、493億円減少
し、1,060億円となりました。
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○ 電力販売実績についてご説明いたします。

○ 小売販売電力量は、夏季の気温が前年を下回ったことによる冷房需要の減
少や、競争の進展による契約の切り替えなどにより、前年同期に比べ6.3%
減の292億kWhとなりました。

○ 一方、卸売販売電力量は、卸電力市場取引が増加したことなどから、前年
同期に比べ43.8%増の90億kWhとなりました。

○ これにより、全体の販売電力量は、前年同期に比べ2.1%増の382億kWh
となりました。
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○ 業績予想および配当についてご説明いたします。

○ 2024年度の業績予想および期末配当予想につきましては、４月に公表し
た数値からの変更はございません。

○ また、2024年度中間配当につきましては、４月に公表したとおり、「１株当
たり15円」とさせていただくことといたしました。
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○ 「女川原子力発電所２号機の現況」等について、ご説明いたします。

○ 資料では、中間決算発表日である10月31日時点の状況を記載しておりますが、至近の状
況（説明会開催：11月12日時点）について、ご説明いたします。

○ 女川2号機については、先般、10月29日に原子炉を起動し、翌30日に臨界へ到達、11
月1日にはタービンを起動し、再稼働（発電再開）に向けて、各種検査・試験、作業などを
進めておりました。

○ その後、11月3日に実施していた再稼働（発電再開）に向けた発電機試験併入時におい
て、原子炉内の中性子を計測する検出器の校正用機器を、原子炉内に挿入および引き抜
き作業を行っていたところ、引き抜き動作時に移動式炉心内計装系の検出器４台のうち
１台が途中で動かなくなる事象が発生しました。

○ そのため、11月4日に原子炉を停止し、原因調査を行っておりましたが、昨日、本事象に関
する原因と対策について、立地自治体である宮城県、女川町、石巻市に対して報告するとと
もに、対外公表を行っております。

○ 本事象は、ナットの締め付け不足により発生したものであり、その原因は作業手順が明確にさ
れていなかったことによるものです。再発防止対策として、作業手順を明確化し、当社立会い
による締付状況の確認等を行うこととしております。

○ また、本日15時にHP掲載した「週報」でもお知らせしておりますとおり、今後は、今回策定し
た再発防止対策を確実に実施した上で、明日13日に原子炉を起動させることとしております
。その後、今週中の再稼働に向け、準備を進めてまいります。

○ 資本市場の皆さまには、女川2号機の再稼働に対し多大なるご期待をいただいていたところ、
ご心配・ご迷惑をおかけしております。

○ 当社といたしましては、引き続き、安全確保を最優先に、再稼働・営業運転開始に向けて、
一つひとつのプロセスにしっかりと対応しながら、全社一丸、全力で取り組んでまいります。
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○ 続きまして、こちらも女川2号機の再稼働に関連する話になりますが、再稼働
後に実施することを検討している、料金施策・販売施策についてお話しさせてい
ただきます。

○ 10月31日の定例会見において触れさせていただいておりましたが、当社にとっ
て大きな節目にあたる、この原子力再稼働のタイミングにおいて、「電気料金の
一時的な割引」ならびに「よりそうeポイントの付与」の実施を検討しております。

○ 今回の料金施策・販売施策は、女川２号機の再稼働のタイミングに合わせて
、再稼働への協力や日頃の当社事業に対する御礼を伝えるととともに、燃料
価格や市場価格が安値安定していることを背景に再び競争環境が進展する
中、当社の販売戦略につなげることも意図し、一時的な措置として検討してい
るものです。

○ 本来であれば、この場で詳細をご説明させていただきたかったところですが、再稼
働の状況をもって施策の内容等を最終判断することとしているため、詳細につい
ては、後日あらためてご説明させていただきます。

○ なお、本施策の実施にあたりましては、今年度の効率化や燃料市況の実績、
年度の見通し等を踏まえ、2024年度業績（予想）に大きな影響を与えない
範囲において、料金施策の規模を検討することとしております。また、本格的な
値下げではなく、今のところ使用量が増える冬季の実施を念頭に一時的に実
施するものであることから、「当社の（中長期的な）財務目標にも影響するも
のではない」と考えております。
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○ 当社の財務目標の進捗状況についてご説明いたします。

○ 当社は本年4月、新たな財務目標として「連結経常利益」「連結自己資本
比率」「連結ROIC」の３つを目標に掲げておりますが、資料に記載のとおり、
いずれも現時点においては、目標達成に向けて順調に進捗しているものと認
識しております。

○ 今後、燃料価格の動向や競争環境など、不確実な事業環境が予想される
中においても、原子力の早期再稼働および再稼働後の安定稼働や需給最
適化の更なる推進などにより、着実に利益を積み上げ・拡大し、確実に目標
を達成してまいります。
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